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第 1 章 はじめに 










































筆者は、病院における民間の医療機関で勤務しながら、ACT (Assertive Community 
Treatment)、IPS (Individual Placement and Support)、WRAP（Wellness Recovery Action 










































で、WRAP（Wellness and Recovery Action Plan）や IMR(Illness Management and 
































































































この、支援者の能力（competency）とは Coursey らよれば、知識・技能・態度の 3 つの
要素からなるものである[51, 52]。 
1. 知識 knowledge：何を提供するか知っている 
2. 技能 skill:それを提供することができる 





























第 3 節 論文の構成と各章の要旨 
本論文は、大きく下記の 6 つの研究から構成される。 
1. 統合失調症治療の歴史についての文献研究（「第 2 章 統合失調症とその治療の歴史
と課題」） 
2. リカバリーについての文献研究（「第 3 章 リカバリーに関する文献研究」） 
3. 当事者を対象とするリカバリーに関するインタビュー調査（「第 4 章 当事者から見
たリカバリー」） 
4. リカバリー志向のプログラムについての考察（「第 5 章 リカバリー志向の実践プロ
グラムから見たリカバリー志向人材」） 
5. リカバリー志向の人材育成についての研究（「第 6 章 リカバリー志向の人材育成の
あり方」） 
















では理解しにくいリカバリーの質感を感じ、理解を深めることを目的に、2008 年 9 月から







(Assertive Community Treatment 包括型地域生活支援)と IPS (Individual Placement 
and Support 個別就労支援プログラム)について、文献調査を行った。そして、これらのプ




















以上の 6 つの研究の関係とそれぞれの位置付けについて、下に図示する。 
 
図 1 本研究の流れと位置付け 
 
なお、本研究は、東洋大学の福祉社会デザイン研究科倫理委員会の承認を得て実施した







































第 1 節 統合失調症について 
第 1 項 統合失調症とは 
統合失調症の症状は主に、幻覚や妄想などの「陽性症状」、意欲の低下などの「陰性症状」、
臨機応変に対応しにくいなどの「認知機能障害」がある。有病率は、人口のおよそ 1％とさ
れている。つまり、100 人に 1 人がかかる病気であるので、決してまれな病気ではない。 有
病率 1％から推測すると、日本における統合失調症の人の数は 100 万人前後いると考えられ
るが、実際の患者調査から推計されている統合失調症の患者数は約 71 万 3 千人（平成２３
年患者調査）である。これは発症していながら受診に至っていない者が多いことや、病気




表 1 統合失調症の特徴 
有病率 100 人に 1 人で、特殊な病気ではない 






































































































































第 1 項 アメリカの精神保健福祉の歴史的変遷 
米国における精神保健福祉の歴史の中で、リカバリーの誕生に大きな影響を与えたと思
われる出来事をピックアップすると、 
・ 1908 年 クリフォードビアーズ「わが魂に会うまで」 ビィーティフルマインド 
・ 1948 年 クラブハウス活動結成 
・ 1970 年代 セルフヘルプ活動 
・ 1980 年代以降 精神障害リハビリテーションの領域に「リカバリー」の考え方が
取り上げられるようになった 
・ 1988 年の当事者の手記が盛んになる Deegan による手記が有名。 





































































































































る。欧米先進国が脱施設化政策に転換し始めた 60 年代から 80 年代にかけて、日本では逆
に精神病床数が増加した。近年の患者調査の結果によると、1989 年（平成元年）時点で 496



























































































































別」に 4 点にまとめることができるだろう。 









































Deegan (1988) [29] ○ ○ - ○ 
Anthony (1993 )[38] ○ ○ ○ ○ 
Farkas (1996) [64] - - ○ ○ 
NZ サービス開発計画 Blueprint (1998) [65] ○ ○ - ○ 
Ridgeway (1999) [66, 67] ○ ○ - - 
アメリカ大統領委員会勧告 (2003)[68] - ○ ○  
Lecount (2004) [69] - - - ○ 
岩崎弥生 (2004) [70] ○ ○ - - 
Corrigan と Ralph (2004) [71] ○ - - - 
半沢節子 (2005) [8] - - - - 
島田千穂 (2005) [72] ○ ○ - ○ 
加藤欣子 (2005) [44] ○ - ○ - 
植田俊幸 (2005) [45] - ○ - ○ 
Mueser (2006) [73] ○ - - ○ 
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第 2 節 リカバリーに関連した概念の整理 
























































































































































































































































































































第 1 節 当事者から見たリカバリーについての文献調査 


























































































































と議論を重ねて、4 領域 78 項目からなるインタビューガイドを作成した（「資料 2. インタ
ビューガイド」参照）。インタビューでは、インタビュー項目の図解（「資料 3. インタビュ
ーガイドのマッピング」）を提示しながら、必要に応じ関連資料を使用した。 
インタビュー調査は、2008 年 9 月から 11 月までの期間に 3 名の協力者を対象に実施し
た。初回のインタビュー後、継続可能な方に対しては、最大 3 回までインタビューを実施
した。2 回目以降のインタビューでは、前回のインタビュー結果を図解化して示したのち、












第 3 節 インタビュー調査の結果 
実際されたインタビューの概要を下表にまとめた。20 代から 40 代の女性 2 名と男性 1
名で、インタビューの回数は 2 回から 3 回、合計のべ 7 回のインタビューが実施された。
それぞれのインタビューの時間は 70 分から 135 分であった。 
 
表 4 協力者の概要 
対象者 性別 年代 回数と時間 
A さん 女性 20 代 1 回目 77 分 
2 回目 80 分 
B さん 女性 30 代 1 回目 90 分 
2 回目 135 分 
3 回目 100 分 
C さん 男性 40 代 1 回目 70 分 
2 回目 80 分 
 



































食べられなくて、拒食がひどいときは長くて 3～4 ヶ月、短期だと 1 カ月、衝動的に死にた


























































































































































ムバリューのある高校に 4 年間通った。高校卒業後は、中学校を 6 年やっていたし、就職
先も良いところみつからないし、成績も悪いし、やりたいことをやろうと思った。それで、






























































































































































































































































































































らうれしいけどやりすぎた。とても疲れていた。その頃に病気をして A 病院に入院した。 



















入院は 3 ヶ月、その後の再入院などもあわせて 5 年ぐらい A 病院に入院した。肝臓も傷


























































第 4 節 インタビュー結果に関する考察 
以上のインタビューの結果を、「変身、過程、希望について」「社会とのつながり」「リカ
バリーについて」「支援者について」の 4 つの観点から検討し、考察したい。 













































第 2 項 社会とのつながりについて 
リカバリーの過程において、他者や社会とのつながりが大きな意味を持っていたことへ











































































































































































































「リカバリー」は 2003 年のアメリカ大統領委員会勧告 New Freedom Commission on 






























































ここでは、リカバリー志向のプログラムとして、Assertive Community Treatment 包括































































第 1 項 ACT の創設と展開 












ここでは、1980 年に Archives of General Psychiatry 誌に掲載され、後の ACT プログラ
ム評価に大きな影響を与えた３部作の論文、「従来の精神科病院治療に代わるもの



























されており、我が国でも 2003 年度より千葉県市川市国府台地区で、ACT の日本への導入
プロジェクトである ACT-J プロジェクトが開始された[109, 110]。近年、北海道から九州に
いたる全国 20 箇所以上で実践が始まり、徐々に日本における ACT 実践が、それぞれの地
域・システムの中で模索されつつある。 





以下 ACT プログラムの体系的な実施ガイドラインである PACT（The Program of 













と を 要 求 さ れ る 。 SAMHSA (Substance Abuse & Mental Health Services 













と考えるほど、狭い考えを持っているのならば、なぜ ACT を行うのか？ 
あなたの役割は、サービスを受ける人々がより希望の持てる未来が見えるよう支援
するだけではなく、さらにあなたの周りにいる人々の姿勢を変えることを支援するこ
とである。退役軍人局に対する５０以上の ACT プログラムの設立を支援した Mike 






























第 2 節 IPS について 
第 1 項 IPS の特徴と思想 










































































らないような援助者側の関わりが求められる。（表 6 参照） 
表 6 IPS モデルと従来型モデルの比較 





依拠するモデル リカバリーモデル 医学モデル 
一般就労の捉え方 リカバリーの重要な要素 ストレス源となる 
















なお、この IPS プログラムも ACT と同様に、欧米諸国を中心に一部のアジア諸国で無作
為化比較研究とそのメタ・アナリシスが行われ、一般就労率や就労継続率の向上などの有
効性が実証されており、近年注目されている科学的根拠に基づく実践（EBP：Evidence 
Based Practice、以下 EBP）のひとつである[117-130]。1990 年代後半以降、約 20 件の無
作為割付試験が報告されており、これらの研究の主なアウトカム指標としては、就労率、
継続率のほか、週辺りの労働時間、合計就労期間や総収入金額が用いられ、これらの指標



































第 3 節 カバリーを志向するプログラムの実践スタッ
フにもとめられること 
これまで、ACT と IPS の援助理念について文献からの情報を中心に議論してきたが、本
節では、著者が実際に 2003 年 4 月より 2008 年まで国立精神・神経センター（現在は国立
精神・神経医療研究センター）で ACT の就労支援専門家として、また IPS スタッフとして
行った臨床活動、また、2008 年 4 月より特定非営利活動法人地域精神保健福祉機構の























次節以降、ACT と IPS の実践に求められる態度や考え方についてより詳細に筆者の見解
を論述する。 






































































































































































































































































第 1 節 効果的な研修のあり方に関する文献 
























































(QCM-P、 QCM-O)、および自己の活動をふりかえるための活動指標 45 項目を開発した
[138]。野中らは、ケアマネジメントを学ぶ研修生が自己目標を意識しやすいように、ケア
マネジメントの過程にそって 46 項目、関連技術５項目で構成される作業指標(Work Index)
を開発した[139]。これは「知的理解」と「実行程度」に分けて問う形式となっており、実
践状況も射程に入れている。イギリスにおける Self-Assessment Toolkit 改訂版(2005)は業
務過程にそって、きわめて初歩的な 35 項目で構成されている[136]。これを提示しなければ
ならないこと自体がこれまでの混乱を示唆している。アメリカ合衆国では複数の認定団体





















































































































































































































門家による 56 時間（8 日間）の授業で、4 日間の受講後に 2～3 週間の所属事業所での業務
をはさむ形の研修がある。 
 





4 日目： 向精神薬・症状 作用、副作用、禁忌、服薬自己管理 
（所属勤務場所 2～3 週） 
5 日目： 障害年金、メディケイド 事例や討論で申請の仕方や給付額を最大限に求
める対策 
6 日目：精神疾患と薬物乱用 当事者の声 アウトリーチや関係作り、リスク管理
の工夫を学ぶ 
7 日目：文化的配慮 













































































第 2 節 ACT-J における教育研修 














第 1 項 ACT-J における研修の規定 
ACT-J とは 2003 年から千葉県市川市の国立精神･神経センター国府台キャンパス（現在
の国立国際医療センター国府台キャンパス）の周辺地区において、日本初の試みとして実
施されていたACT チームの名称である。当初は研究事業としてチームの活動が始まったが、
研究期間終了後の 2008 年からは NPO 法人立の訪問看護ステーションをベースとする独立
したチームとして臨床活動を行なっている。 




































このような規定のもと ACT-J で行われた初期研修の具体的な内容を次項で確認する。 











ACT-J での初期研修は、約 2 ヶ月をかけて実施され、講義形式だけでなく、実習、討論、
ロールプレイ、外部施設の見学などの体験学習を組み合わせて実施された。2003 年 4 月に
ACT-J の臨床活動を開始する前に行った、チーム形成の際の初期研修プログラムを表 7 に
示す。また、互いの職種や人間性の理解を深め、チームワークの基礎を形成することを考
慮して、講師は外部からではなく、スタッフが互いの専門性を活かして講師役を務めた。 







表 7 ACT-J の初期研修プログラム 
 AM PM 
1 日目 オリエンテーション ACT 入門 
2 ACT における援助の基本的な考え方 ACT における援助の基本的な考え方 
3 ACT におけるケアのプロセス 家族に対する心理社会的介入 
4 本人に対する心理社会的介入 ACT の中の医学的要素 
5 ACT における日常生活支援 ACT における就労支援 
6～8 施設見学 






14 当事者と家族の話 ピアサポート 
15 ソリューションフォーカスアプローチ システム理論、エンパワメント 
16～18 施設見学など 










第 3 項 ACT-J の継続研修 
初期研修終了後も ACT-J ではさまざまな形態での研修を実施している。表 8 にその研修
形態を示す。研修形態は、講義形式だけではなく、体験学習を組み合わせていくことの重
要性を考慮し、ケースカンファレンス、スタッフミーティング、経験者が新人を指導する















































第 3 節 ヒアリング調査―マジソン、ヴィレッジ、ハ
ワードセンター 
























（Madison, Wisconsin）、カリフォルニア州のヴィレッジ（The Village Integrated Services 
Agency, California）、バーモンド州のハワードセンター（The Howard Center for Human 
Services, Vermont）を筆者らが訪れ、それぞれの機関で研修に携わる人々から伺った、リ
カバリー志向への人材育成に関する効果的要素を明らかにすることを本節の目的とする。
（資料 1 写真参照） 
第 2 項 研究方法 
上記の先進的な実践を行う施設の現地スタッフへのヒアリング調査から、リカバリー志









ACT の発祥地である。米国の中西部に位置し、デーン郡の州都マジソン市人口は約 20 万人
である。デーン郡成人精神保健部は 18 の非営利機関による 40 プログラムと契約を結んで












































第 4 項 ヴィレッジにおける人材育成 
カルフォルニア州のロングビーチ市（人口 45万）にあるロサンゼルス群精神保健協会（the 
Mental Health Association in Los Angeles County / MHA） が運営する「ヴィレッジ統合




























































































































第 5 項 ハワードセンターにおける人材育成 





















IPS 研究者の Deborah R. Becker 氏（ダートマス精神医学研究センター）、Gary Bond 氏
（インディアナ大学教授）にも話を伺う機会を得た。我が国で IPS を普及させるための戦
略について伺うと彼らは次のように語った。Deborah R. Becker 氏は、 
1. 同じ職種の人から伝えてもらう、 
2. ピアの人の話を聞く、 





















































































































































いる人とともに深く「居る」ことができるのです(The more you can be, the more you 
can be there deeply with the person you are assisting)。 


















の一つが ACT である[103]。1970 年代から世界的にプログラムの普及が行われ、日本にお











後の ACT 普及において重要であると考えられる。 




第 1 節 研修プログラムの作成 
欧米においてリカバリー志向の先駆的実践を行っている研修担当者へのインタビューや
文献研究から、リカバリーを志向する効果的な研修のあり方についての重視すべき視点を
まとめた（表 10 参照）。 
表 10 効果的な研修のあり方についての配慮 
 





































































































第 3 節 プログラムの実施状況 








第 2 項 研修 2 日目 







第 3 項 研修 3 日目 
3 日目は、「リカバリーを促進する支援を体験する」ことを目的としたワークショップや、
当事者中心のプランを作っていくためのグループワークなどを行った。講師には、ACT ス







第 4 項 研修 4 日目 






第 4 節 効果評価について 





ぞれの項目は、RAQ-7（The Recovery Attitudes Questionnaire）や STARS（The staff 
attitudes to recovery scale）[166]などのリカバリーに関する既存の尺度を参考にし、ACT
や IPS、WRAP 等のリカバリーを支援する著者自身の経験などから、この研修用に独自に
作成した。各項目は「大いにそう思う」から「全くそう思わない」の 5 段階で評価される。 
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第 2 項 対象 





趣旨を説明し同意が得られた 39 名を研究対象とした。 
第 3 項 分析 
リカバリーに関する項目群の得点の量的分析については、ウィルコクソンの符号順位検



















学の福祉社会デザイン研究科倫理委員会の承認を得て実施した（平成 19 年 11 月 12 日、承
認番号：5）。 
 
第 5 節 結果 
基礎属性 
対象者の基礎属性を表 12 に示す。女性が 22 名（56.4%）であり、年齢では 30 歳代が 43。
6%と最も多く、職種では精神保健福祉士が 51.3%と最も多かった。臨床経験年数に関して


















































3年以上 5年未満 10 25.6%
5年以上 10年未満 10 25.6%
10年以上 20年未満 11 28.2%









表 12 基礎属性 
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の代表的な回答を表 14 に示す。 






















































ワークショップをあげた者が 19 名、当事者・家族・ACT スタッフの体験談が 13 名、各地
域の実践報告が 6 名、研修に共に参加している仲間からの影響や、研修会自体の雰囲気・




表 15 意識変容のきっかけの分類 
 
 














































































第 6 節 研修効果のフォローアップ調査 











第 2 項 フォローアップ調査の方法 

























者としての態度、変化への柔軟性など、合計 31 項目の質問群を中心に構成された。 
参加者の募集は、初回研修参加者に対してメールや郵便で実施され、希望者のみがフォ
ローアップ研修に参加した。9 名のフォローアップ研修参加者に調査の説明を行い、同意が




第 3 項 フォローアップ調査の結果 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の結果と、初回研修時の結果を表 16 に示す。参加者が 9 名と少数であったため、統計的検
定は実施せず、単純平均と標準偏差の値のみ示す。 
たとえば、「2. リカバリーは、治療がなくても自然に生じる」では、直前：2.97 → 直後：
3.87 → 6 ヶ月後：3.89、「20. たとえ他の臨床家が利用者について弱気になっていても支
援する方法を見つけることができる」では、直前：3.49 → 直後：4.08 → 6 ヶ月後：4.11、
「21. 私は、利用者と支援者の対等なパートナーシップを作ることができる」では、直前：
3.54 → 直後：4.00 → 6 ヶ月後：3.89、「26. 私は、利用者の可能性を信じている」では、
直前：4.26 → 直後：4.69 → 6 ヶ月後：4.89 と、直前と直後で有意な差のあった項目の多




第 4 項 フォローアップ調査に関する考察 






























































第 8 章 おわりに 































































本論文は、大きく下記の 7 つの研究から構成された。 
1. 統合失調症治療の歴史についての文献研究（「第 2 章 統合失調症とその治療の歴
史と課題」） 
2. リカバリーについての文献研究（「第 3 章 リカバリーに関する文献研究」） 
3. 当事者を対象とするリカバリーに関するインタビュー調査（「第 4 章 当事者から
見たリカバリー」） 
4. リカバリー志向のプログラムについての文献研究と考察（「第 5 章 リカバリー志
向の実践プログラムから見たリカバリー志向人材」） 
5. 筆者の体験をもとにしたリカバリー志向の実践に求められることについての考察
（「第 6 章 ACT・IPS の実践に求められること」） 
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6. リカバリー志向の人材育成についての研究（「第 7 章 リカバリー志向の人材育成
のあり方」） 

































では理解しにくいリカバリーの質感を感じ、理解を深めることを目的に、2008 年 9 月から

















リカバリー志向の実践の中で、我が国に導入され始めているプログラム ACT と IPS につい

























意を払う必要がある。A という人（サービス利用者）と B という人（サービス提供者）が





































とを目的とし、就労支援（Individual Placement and Support: IPS）、家族支援、当事者活
動などのワークショップや、当事者中心のプランを作っていくためのグループワークなど
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写真 3 多様性が表現されたヴィレッジ施設内にあるアートワーク 
 
 










































































































































































































































資料 4 アクションプランの様式 
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8.精神疾患からのリカバリーは、メンタルヘルスの専門家の介入がなくても起こる  １－２－３－４－５ 






































































































































            □ない         □ある 
「ある」とお答えの方、以下のあてはまるものすべてに☑を入れてください。 
□国立精神･神経ｾﾝﾀｰ精神保健研究所が開催した会  □心理教育･家族教室ネットワークが開催した会 
□コンボが開催した会   □職能団体が開催した会   □大学・学校の講義・実習など   
□その他、国内で開催された会   □海外で開催された会 
□その他 （具体的に：                                     ）  
 
２） 今まで、リカバリーという概念に関する印刷物を読んだことはありますか？ 
□ない         □ある 
「ある」とお答えの方、以下の当てはまるものすべてに☑を入れてください。 
□ビレッジから学ぶリカバリーへの道：マークレーガン著   □精神障害リハビリテーション論：野中猛著 
□リカバリーに関する和文の論文や著書    □リカバリーに関する英文の論文や著書    □ACT入門      
□ワーキングライフ     □PACTモデル     □ACT関連文献の和文    □ACT関連文献の英文    
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8.精神疾患からのリカバリーは、メンタルヘルスの専門家の介入がなくても起こる  １－２－３－４－５ 

































































































































































◎ ％ と 、
答えたのは
何ができた
か ら で す
か？ 










   当てはまるものに☑をしてください。 
３－１． あなたの性別、年齢を教えてください。   
１．性別・・・ □男性  □女性      2.年齢･･･ □２０代  □３０代  □４０代  □５０代  □６０代以上 
 
３－２．あなたが持っている主な資格について教えてください。  （例：作業療法士、看護師、医師・・・） 
      （                         ） 
 
３－４．あなたが上記の立場として日常的に関わっているものに最も近いもの 1 つに ☑ をつけてください。 
□医療機関 入院     □医療機関 外来     □精神障害者福祉関連施設 
     □３障害共通福祉関連施設     □行政機関     □教育機関 
□その他（                         ） 
３－５．あなたの臨床経験は何年ですか？ 
 □３年未満   □３～５年   □６～１０年   □１１～２０年   □２１～３０年   □3０年以上 
 
３－６．あなたは今までＡＣＴスタッフとして、直接サービスを提供したことはありますか？ 
□はい           □いいえ   
「はい」と回答した方は、続けて１）～４）の質問にお答えください。 
１） ACT の臨床活動期間は？    (   年    ヶ月）     
２） 勤務条件は？ （例：専任、○○との兼任・・・）  （             ）   
３） 週の勤務時間数は何時間です（でした）か？  （約     時間） 
４） ACT 実施以前の精神科領域における臨床経験年数について、あてはまるものを選んでください。 
□経験なし □１年未満 □1 年以上 3 年未満 □３年以上５年未満 □5 年以上 10 年未満 □１０年以上 
 
   われわれは、研修で学んだことを、より効果的に 
臨床で活かすための研修のあり方を検討するため、 
研修効果研究に協力をしてくださる方に 
フォローアップ研修 及び 聞き取り調査を予定しています。 
今後も研修効果研究に、ご協力していただくことは可能でしょうか。 
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□ 協力してもよい 
□ 内容次第で検討する 
□ できれば協力したく
ない 
